
令　和　８　年　度

瀬戸市下水道事業会計予算

８年市長提出第３４号議案



 



戸

ｍ3

ｍ3

建 設 改 良 事 業 千円

2,742,832 千円

1,556,480 千円

1,186,349 千円

3 千円

2,597,889 千円

2,390,082 千円

202,804 千円

3 千円

5,000 千円

令和８年度瀬戸市下水道事業会計予算

第１条　令和８年度瀬戸市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第４項 予 備 費

下水道事業収益

下水道事業費用

第２項 営 業 外 費 用

第３項 特 別 損 失

支　　　　　　　出

第１款

第１項 営 業 費 用

第１項

第２項

第３項

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

（１）

第１款

2,312,988

収　　　　　　　入

主要な建設事業

（２）

（３）

（４）

9,406,800

25,772

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

年間総処理水量

一日平均処理水量

　（収益的収入及び支出）

　（総　　　則）

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

36,800接 続 戸 数
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2,331,659 千円

2,043,100 千円

17,670 千円

85,705 千円

106,113 千円

79,069 千円

1 千円

1 千円

3,049,731 千円

2,312,988 千円

735,742 千円

1 千円

1,000 千円

　（債務負担行為） 　　

固定資産売却代金

第２項 企 業 債 償 還 金

第１項 企 業 債

第５項 負 担 金 等

第３項 他 会 計 補 助 金

第４項

第３項

予 備 費

第１款 資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

　（資本的収入及び支出）

第１款

第４項

その他資本的収入第７項

補 助 金

資 本 的 収 入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

第２項 他 会 計 出 資 金

　出額に対して不足する額 718,072千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

第６項

　額 144,923千円、過年度分損益勘定留保資金573,149千円で補填するものとする。）。

収　　　　　　　入

支　　　　　　　出

千円

事　項 期　間

第１項

その他資本的支出

西部浄化センター電気設備整備 595,000令 和 ９ 年 度

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限度額
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　（企業債） 　　

　（一時借入金） 　　

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（１）第９条以外の予定額に不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各

　　項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

（１）職員給与費　　　　　　　 　119,315千円

　5.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
公的資金につ
いて、利率の
見直しを行っ
た後において
は、当該利率
見直し後の利
率）

　公的資金については、その
融資条件により、銀行その他
の場合にはその債権者との協
定によるもので償還する。
　ただし、市財政の都合によ
り、据置期間及び償還期間を
短縮し、若しくは繰上償還
し、又は低利債に借換えする
ことができる。

償還の方法起債の目的 限度額 起債の方法

公 共 下 水 道

建 設 事 業
2,043,100

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第７条　一時借入金の限度額は、 2,000,000千円と定める。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

　める。

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

　し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

　ばならない。

千円

利　　率

- 3 -



　（他会計からの補助金）

　令和８年２月１６日提出

　

　241,234千円である。

瀬戸市長　　川　本　雅　之

第１０条　下水道事業の運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、
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令 和 ８ 年 度

瀬戸市下水道事業会計予算説明書



 



千円 千円

１下水道事業 2,742,832

収益 １営業収益 1,556,480

１下水道使用料 1,057,022

２他会計負担金 499,308

３その他 150 手数料 150

営業収益

２営業外収益 1,186,349

１受取利息 2 預金利息 1

基金利息 1

２他会計補助金 155,529

３長期前受金 908,479

戻入

４消費税及び 121,525

地方消費税

還付金

５雑収益 814 延滞金 1

過料 1

その他雑収益 812

３特別利益 3

１固定資産 1

売却益

２過年度損益 1

修正益

３その他 1

特別利益

2,742,832収　　　　入　　　　合　　　　計

収 益 的 収 入 及 び 支 出

令和８年度瀬戸市下水道事業会計予算実施計画

款 項 目 予 定 額 説          明

収　　　　　　　入
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千円 千円

１下水道事業 2,597,889

費用 １営業費用 2,390,082

１管渠管理費 104,489 給料(職員3人) 12,578

手当 8,736

法定福利費 3,916

旅費 3

燃料費 84

委託料 54,663

手数料 1

修繕費 12,074

負担金 12,188

保険料 237

公課費 9

２処理場管理費 736,702 給料(職員2人) 6,538

手当 2,879

　 法定福利費 1,777

旅費 68

備消耗品費 306

燃料費 85

光熱水費 5,470

印刷製本費 206

通信運搬費 690

委託料 584,025

手数料 10

使用料及び
賃借料

修繕費 148

動力費 131,853

負担金 418

保険料 853

公課費 104

1,272

支　　　　　　　出

款 項 目 予 定 額 説          明
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千円 千円

３総係費 155,315 給料(職員5人) 21,598

　 手当 12,866

賞与等引当金
繰入額

法定福利費 7,003

　 報酬 176

　 旅費 195

　 報償費 5,107

　 備消耗品費 1,190

　 燃料費 133

　 印刷製本費 1,273

　 通信運搬費 629

　 委託料 7,238

　 手数料 82

使用料及び
賃借料

　 修繕費 96

会費負担金 420

負担金 87,766

　 補助交付金 22

　 保険料 43

公課費 9

貸倒引当金
繰入額

４減価償却費 1,371,950 有形固定資産
減価償却費

５資産減耗費 21,626 固定資産除却費 21,626

２営業外費用 202,804

１支払利息 202,553 企業債利息 202,053

一時借入金利息 500

２消費税及び 1

地方消費税

３雑支出 250 その他雑支出 250

説          明

106

7,316

2,047

1,371,950

款 項 目 予 定 額
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千円 千円

３特別損失 　 3 　

１固定資産 1 　

売却損

２過年度損益 1 　

修正損 　

３その他 1 　

特別損失 　

４予備費 5,000 　

　 １予備費 5,000 　

2,597,889 　

説          明款 項 目 予 定 額

支　　　　出　　　　合　　　　計
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千円 千円

１資本的収入 2,331,659 　

１企業債 2,043,100 　

１建設改良債 2,043,100

２他会計出資金 17,670 　 　

１他会計出資金 17,670 　

３他会計補助金 85,705 　

１他会計補助金 85,705

４補助金 106,113 　 　

１国庫補助金 106,113 　

５負担金等 79,069 　

１受益者負担金 77,919

２他会計負担金 1,150

６固定資産 1 　 　

売却代金 １固定資産 1

売却代金 　

７その他 1 　 　

資本的収入 １その他 1 建設分担金 1

資本的収入 　

　 　

　 　 　

　　 　 　

　 　

　　 　　 　

　 　

　 　 　

2,331,659 　収　　　　入　　　　合　　　　計

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款 項 目 予 定 額 説          明
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千円 千円

１資本的支出 3,049,731

１建設改良費 2,312,988

１管路建設費 1,831,868 給料(職員4人) 15,322

手当 11,464

賞与等引当金
繰入額

法定福利費 4,785

委託料 195,100

路面復旧費 191,600

工事請負費 944,560

　 補償費 466,500

２管路改良費 12,000 委託料 1,000

路面復旧費 5,000

工事請負費 5,000

負担金 1,000

３処理場 466,900 委託料 105,000

建設改良費 工事請負費 361,900

４固定資産 2,220 車両運搬具 2,220

　 購入費 　

２企業債償還金 　 735,742 　

　 １企業債償還金 735,742 　

３その他 　 1 　

　 資本的支出 １その他 1 基金繰入支出 1

　 資本的支出 　

４予備費 1,000 　

１予備費 1,000 　

　　 　 　

3,049,731 　支　　　　出　　　　合　　　　計

2,537

支　　　　　　　出

款 項 目 予 定 額 説          明
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千円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 0

　減価償却費 1,371,950

　固定資産除却費 21,626

　引当金の増減額（△は減少） △ 2,154

　長期前受金戻入額 △ 908,479

　受取利息及び受取配当金 0

　支払利息 202,553

　未収金の増減額（△は増加） 5,490

　未払金の増減額（△は減少） 156,276

　小計 847,262

　利息の支払額 △ 202,553

　業務活動によるキャッシュ・フロー 644,709

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 2,149,095

　有形固定資産の売却による収入 1

　国庫補助金等による収入 98,298

　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 80,458

　受益者負担金等の受入れによる収入 72,181

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,898,157

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,043,100

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 735,742

　他会計からの出資による収入 17,670

　財務活動によるキャッシュ・フロー 1,325,028

資金増加額（又は減少額） 71,580

資金期首残高 610,275

資金期末残高 681,855

令和８年度瀬戸市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）
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１ 総　括

　（１） 会計年度任用職員以外の職員

 （　）内は、短時間勤務職員について外書き

　（２） 会計年度任用職員

 （　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
 通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

２ 給料及び職員手当等の増減額の明細

退  職
手  当

（千円）

11,62165,479 41,855 107,334 20,122

そ の 他 の
増 減 分 △ 5,910

そ の 他 の
増 減 分 △ 9,610

職員手当等 △ 5,910

給与改定に伴う
増 減 分

給　　料 △ 9,443

給与改定に伴う
増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分 167

区　　分 増 減 額 （千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　　　明 備　　　考

4,034 △ 3,181 △ 2,697 △ 1,093

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分
管理職
手  当

（千円）

扶  養
手  当

（千円）

地  域
手  当

（千円）

住  居
手  当

（千円）

2,114

比　較 △ 1,632 △ 496 △ 209 △ 339 △ 297 0

11,324前年度 3,696 2,610 5,028 1,263 1,566 130 3,768 9,582 2,888

児　童
手  当

（千円）

通  勤
手  当

（千円）

特殊勤務
手    当
（千円）

夜間勤務
手    当
（千円）

時 間 外
勤務手当
（千円）

期  末
手  当

（千円）

勤  勉
手  当

（千円）

△ 9,443 △ 5,910 △ 15,353 △ 2,641 △ 1,768

139,077
16

119,315
14

4,819

△ 19,762

単身赴任
手    当
（千円）

管理職員
特別勤務
手　　当
（千円）

退  職
手  当

（千円）

6,885 1,795

（ ）

宿日直
手  当

（千円）

7,802 8,143本年度 2,064

前年度
（ ）

本年度
（ ）

924 1,269 130

比　較

56,036 35,945 91,981 17,481

△ 2

報酬
（千円）

給　与　費　明　細　書

区分
職員数
（人）

合　　計
（千円）

備　　　考

給料
（千円）

職員手当等
（千円）

計
（千円）

法定福利費
（千円）

賞与等引当金
(千円)

給　　　　　与　　　　　費

9,853

区分
職員数
（人）

合　　計
（千円）

備　　　考

給　　　　　与　　　　　費

法定福利費
（千円）

賞与等引当金
(千円)

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当等
（千円）

計
（千円）

前年度
（ ）

本年度
（ ）

（ ）

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分
地  域
手  当

（千円）

通  勤
手  当

（千円）

特殊勤務
手 　 当
（千円）

夜間勤務
手    当
（千円）

時 間 外
勤務手当
（千円）

期  末
手  当

（千円）

勤　勉
手  当

（千円）

前年度

比　較

比　較

宿日直
手  当

（千円）

本年度
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３ 給料及び職員手当等の状況

　（１） 職員1人当たり給与

　（２） 初　　　任　　　給

　（３） 級　別　職　員　数

（　）内は、短時間勤務職員について外書き

（級別の標準的な職務内容）

令和８年１月１日現在

）

41.2

）

） （　　   　　 ）

）

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

（　　   　　 ）

） （　　   　　

）

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

）

（　　   　　

（　　   　　

（　　   　　 ） （　　   　　

）

（　　   　　 ） （　　   　　

（　　   　　 ） （　　   　　

（　　   　　 ）

）

）

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

２　　　級  主事の職務
一定の技能又は経験を必要とし、指導に従い業務をする技能員、
用務員又は調理員の職務

１　　　級  主事補の職務 技能員、用務員又は調理員の職務

４　　　級  係長の職務
特殊で専門的な技能又は経験を有し、かつ、他者の指導をすると
ともに業務をすることができる技能員、用務員又は調理員の職務

３　　　級  主任の職務
高度の技能又は経験を必要とし、他者からの指導を受けることな
く業務をすることができる技能員、用務員又は調理員の職務

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

（　　   　　

（　　   　　

） （　　   　　 ） （　　   　　（　　   　　

６　　　級  課長補佐の職務

５　　　級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う係長の職務
４級の職務に加え、所属長を補佐し、業務の統括及び運営する役割を担い、かつ、他者
の監督をするとともに業務をすることができる技能員、用務員又は調理員の職務

８　　　級  部長の職務

７　　　級  課長の職務

区　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

計 計

１　級 １　級

17 100.0

令和７年１月１日
現　在

２　級 ２　級
1 5.9

）

３　級 ３　級
7

（　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ）

４　級 ４　級
4 23.5

（　　   　　 ）（　　   　　 ） （　　   　　 ）

2 11.8

５　級 ５　級

６　級
（　　   　　 ） （　　   　　

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

）

（　　   　　

８　級
（　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ）

７　級
3 17.6

（　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ）

計 計
14 100.0

（　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ）

１　級 １　級
1 7.1

（　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ）

２　級 ２　級
（　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ）

３　級 ３　級
6 42.9

（　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ） （　　   　　 ）

（　　   　　

４　級 ４　級
4 28.6

（　　   　　 ） （　　   　　 ）

） （　　   　　

（　　   　　 ） （　　   　　 ）令和８年１月１日
現　在

８　級

７　級
1 7.1

６　級
2 14.3

５　級 ５　級

大　　　　　学　　　　　卒 225,600 225,600

区　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級
職　員　数

（人）
構　成　比

（％）
級

職　員　数
（人）

構　成　比
（％）

区　　　　　　　　　分 一  般  行  政  職  （円）
一　般　会　計　の　制　度

一　般　行　政　職　（円）

高　　　　　校　　　　　卒 194,500 194,500

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円） 337,781

平均給与月額（円） 434,215

平　均　年　齢 41歳8月

令和８年１月１日現在

平均給料月額（円） 336,157

平均給与月額（円） 454,589

平　均　年　齢 39歳8月

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
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　（４） 昇　給

　（５） 特　殊　勤　務　手　当

　（６） 期末手当・勤勉手当

（　）内は、短時間勤務職員の標準的な支給率

　（７） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　（８） そ　の　他　の　手　当

通　勤　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　養　手　当 同

一般会計の制度
（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職
　　　特例措置

備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
　　　特例措置

区　　　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

そ　の　他　の
加 算 措 置 等

一般会計の
制度

（1.225） （1.225） （2.450）
有

2.325 2.325 4.650

前　年　度
（1.200） （1.200） （2.400）

有
2.300 2.300 4.600

本　年　度
（1.225） （1.225） （2.450）

有
2.325 2.325 4.650

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計

（月分）
備　　　考

６月（月分） １２月（月分）

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円） 350 350

　代表的な特殊勤務手当の名称 下水道業務手当、公害防止等業務手当、緊急呼出手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

　支給対象職員の比率（％）
 （令和８年１月１日現在） 7.6 7.6

区　　　　分 全　　職　　種 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （人） 16 16

８号給 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （人） 13 13

６号給 （人）

　給料総額に対する比率（％） 0.23 0.23

４号給 （人） 13 13号 給 数 別 内 訳

２号給 （人）

３号給 （人）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （％） 81.3 81.3

８号給 （人）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （％） 85.7 81.3

４号給 （人） 12 13

６号給 （人）

区　　　　　　分 合　　計 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

本
　
　
年
　
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （人） 14 16

３号給 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （人） 12 13

号 給 数 別 内 訳

２号給 （人）
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１　当該年度提出に係る分

期 間 金 額

千円 千円

西 部 浄 化 セ ン タ ー 電 気 設 備 整 備 595,000

２　過年度に係る分

期 間 金 額

千円 千円

下 水 道 管 路 施 設 維 持 管 理 業 務 委 託 73,040 令 和 ７ 年 度 19,500

浄 化 セ ン タ ー 運 転 管 理 業 務 委 託 1,290,883

水 野 浄 化 セ ン タ ー 電 気 設 備 整 備 365,530

債 務 負 担

事 項 限 度 額

令 和 ７ 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

事 項 限 度 額

令 和 ７ 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額
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期 間 金 額 国 庫 補 助 金 企 業 債
損 益 勘 定
留 保 資 金 等

千円 千円 千円 千円

令 和 ９ 年 度 595,000 297,500 297,500

期 間 金 額 国 庫 補 助 金 企 業 債
損 益 勘 定
留 保 資 金 等

千円 千円 千円 千円

令 和 ８ 年 度 53,540 53,540

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１０年度まで

1,290,883 1,290,883

令 和 ８ 年 度 365,530 365,500 30

左 の 財 源 内 訳

行 為 調 書

令 和 ８ 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

令 和 ８ 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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１ 千円 千円 千円 千円

897,957

2,098,487

615,363 1,483,124

39,644,295

6,974,916 32,669,379

5,334,601

2,598,604 2,735,997

3,396

671 2,725

776

737 39

1,463,637 1,463,637

39,252,858

0

0

0

0

39,252,858

２

681,855

未収金 314,926

貸倒引当金 2,047

312,879

994,734

40,247,592

イ ソフトウエア

無形固定資産合計

流動資産合計

固定資産合計

（３）投資その他の資産

イ 基金

投資その他の資産合計

資産合計

流動資産

（１）現金預金

（２）未収金

イ

ロ

未収金合計

有形固定資産合計

　 減価償却累計額

ヘ 工具器具及び備品

　 減価償却累計額

（２）無形固定資産

ニ 機械及び装置

　 減価償却累計額

ホ 車両及び運搬具

ト 建設仮勘定

　 減価償却累計額

ハ 構築物

　 減価償却累計額

イ 土地

ロ

令和８年度瀬戸市下水道事業会計予定貸借対照表（当年度）

（令和9年3月31日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固定資産

（１）有形固定資産

建物
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３ 千円 千円 千円 千円

13,405,624

　 13,405,624

４

735,510

282,303

9,853

9,853

1,027,666

５

30,255,536

7,114,657 23,140,879

23,140,879

23,140,879

37,574,169

６ 　

　 　

　 1,280,688

　 1,219,188

2,499,876

　 2,499,876

７

27,986

27,986

　

　

145,561 　

0 145,561 　

145,561

173,547

2,673,423
40,247,592

※

自己資本金合計

（１）企業債※

引当金合計

繰延収益

（１）長期前受金

イ

流動負債合計

（３）引当金

長期前受金収益化累計額

イ

長期前受金合計

建設改良等の財源に充てるための企業債

資本剰余金合計

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計
負債資本合計

イ

（２）

固有資本金

ロ 繰入資本金

利益剰余金

（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額

資本金合計

剰余金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資本金

（１）自己資本金

（２）未払金

繰延収益合計

イ

賞与等引当金

長期前受金

繰越利益剰余金

当年度純利益

負　　　　債　　　　の　　　　部

固定負債

固定負債合計

流動負債

（１）企業債※

負債合計
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会計書類に関する注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    建物         50 年 

    構築物        50 年 

    機械及び装置     20 年 

 （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    ソフトウエア      5 年 

２ 引当金の計上方法 

 （１）賞与等引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給、これらに係る法定福利費の支出に備えるため、翌年

度における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 （２）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上し

ている。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表関連 

 １ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   予定貸借対照表上に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以

内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 161,731 千円

である。 

 ２ 引当金の取崩し 

 （１）賞与等引当金の取崩し 

    令和８年度において、賞与等引当金 11,621 千円を取り崩す予定である。 

 （２）貸倒引当金の取崩し 

    令和８年度において、貸倒引当金 2,433 千円を取り崩す予定である。 
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１　営業収益 千円 千円 千円

（１）下水道使用料 958,782
（２）他会計負担金 245,879
（３）その他営業収益 260 1,204,921

２　営業費用

（１）管渠管理費 66,384
（２）処理場管理費 552,703
（３）総係費 138,755
（４）減価償却費 1,352,055
（５）資産減耗費 3,000 2,112,897

営業損失 907,976

３　営業外収益

（１）受取利息 101
（２）他会計補助金 138,470
（３）長期前受金戻入 905,708
（４）雑収益 811 1,045,090

４　営業外費用

（１）支払利息 129,160
（２）雑支出 7,954 137,114 907,976

経常利益 0

５　特別利益

（１）固定資産売却益 1
（２）過年度損益修正益 1
（３）その他特別利益 1 3

６　特別損失

（１）固定資産売却損 1
（２）過年度損益修正損 1
（３）その他特別損失 1 3 0

　　当年度純利益 0
　　前年度繰越利益剰余金 145,561
　　その他未処分利益剰余金変動額 0
　　当年度未処分利益剰余金 145,561

令和７年度瀬戸市下水道事業会計予定損益計算書（前年度）
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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１ 千円 千円 千円 千円

897,957

2,098,487

540,069 1,558,418

37,518,845

5,970,476 31,548,369

5,334,601

2,306,620 3,027,981

1,378

473 905

776

703 73

1,463,637

38,497,340

0

0

0

0

38,497,340

２

610,275

未収金 320,416

貸倒引当金 2,433

317,983

928,258

39,425,598

イ 土地

ロ

令和７年度瀬戸市下水道事業会計予定貸借対照表（前年度）

（令和8年3月31日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固定資産

（１）有形固定資産

建物

　 減価償却累計額

ハ 構築物

　 減価償却累計額

（２）無形固定資産

ニ 機械及び装置

　 減価償却累計額

ホ 車両及び運搬具

ト 建設仮勘定

有形固定資産合計

　 減価償却累計額

ヘ 工具器具及び備品

　 減価償却累計額

資産合計

流動資産

（１）現金預金

（２）未収金

イ

ロ

未収金合計

イ ソフトウエア

無形固定資産合計

流動資産合計

固定資産合計

（３）投資その他の資産

イ 基金

投資その他の資産合計
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３ 千円 千円 千円 千円

12,098,034

　 12,098,034

４

735,742

126,027

11,621

11,621

873,390

５

30,004,599

6,206,178 23,798,421

23,798,421

23,798,421

36,769,845

６ 　

　 　

　 1,280,688

　 1,201,518

2,482,206

　 2,482,206

７

27,986

27,986

　

　

145,561 　

0 145,561 　

145,561

173,547

2,655,753
39,425,598

※

繰越利益剰余金

当年度純利益

負　　　　債　　　　の　　　　部

固定負債

固定負債合計

流動負債

（１）企業債※

負債合計

繰延収益合計

イ

賞与等引当金

長期前受金

（３）引当金

長期前受金収益化累計額

長期前受金合計

剰余金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資本金

（１）自己資本金

イ 固有資本金

ロ 繰入資本金

利益剰余金

（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額

資本金合計

建設改良等の財源に充てるための企業債

資本剰余金合計

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

自己資本金合計

資本合計
負債資本合計

イ

（２）

流動負債合計

（１）企業債※

引当金合計

繰延収益

（１）長期前受金

イ

（２）未払金
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会計書類に関する注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    建物         50 年 

    構築物        50 年 

    機械及び装置     20 年 

 （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    ソフトウエア      5 年 

２ 引当金の計上方法 

 （１）賞与等引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給、これらに係る法定福利費の支出に備えるため、翌年

度における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 （２）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上し

ている。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表関連 

 １ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   予定貸借対照表上に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以

内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 101,572 千円

である。 

 ２ 引当金の取崩し 

 （１）賞与等引当金の取崩し 

    令和７年度において、賞与等引当金 10,446 千円を取り崩す予定である。 

 （２）貸倒引当金の取崩し 

    令和７年度において、貸倒引当金 1,987 千円を取り崩す予定である。 
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